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２．環境行政機構等 

（１）行政組織機構（令和 5年 4月 1日現在） 

 

（２）帯広市環境審議会 

環境行政の推進に資するため、市長の附属機関として事業者、市民及び学識経験者で構成する帯広

市環境審議会を平成 9年 4月 1日に設置し、市長の諮問に応じて環境の保全及び創造に関する基本

的事項、公害の防止に関する基本的事項、自然環境の保全に関する基本的事項などを調査審議してい

ます。 

帯広市環境審議会委員名簿                    （令和５年４月１日現在） 

氏  名 所 属 機 関 備 考 

宗岡 寿美 帯広畜産大学 会長 

石井 洋 帯広大谷短期大学 副会長 

有働 あけみ 帯広友の会  

尾山 大誠 一般公募  

折出 雅史 帯広市校長会  

加納 靖宏 一般公募  

末安 豊子 特定非営利活動法人帯広 NPO28サポートセンター  

世良 雄大 一般社団法人帯広青年会議所  

高山 直保 帯広市川西農業協同組合  

永田 雅恭 帯広ガス株式会社  

丹羽 勝久 株式会社ズコーシャ  

橋本 靖 帯広畜産大学  

松村 幹了 一般社団法人北海道中小企業家同友会とかち支部  

谷地 史織 一般社団法人帯広消費者協会  

山中 宗治 一般公募  

                         （任期 令和3年6月23日～令和5年6月22日） 

中島地区振興室

環境保全係

管理係

指導係

業務係

環境対策係

自然公園係

中島地区振興課 振興係

市　長 副市長 環境課

清掃事業課

都市環境部 環境室
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（３）公害防止協定および環境保全等に関する協定の締結 

 公害を未然に防止し良好な環境を維持するため、企業と公害防止協定を締結し周辺環境との調和に

努めています。また、環境保全に関し配慮が必要な事業や開発行為について、本市では生活環境の保

全、公害や災害の防止、自然環境の保全等の見地から協定を締結し、実効性のある保全を図っていま

す。 

件数

6

2

28

1

2

2

41

協定名

環境保全

公害防止

公害防止、環境保全

自然環境保全

水道原水の水質保全

特定開発行為

計
 

 

 

【締結協定一覧】          令和６年 3月 31日現在 

【締結施設種別及び業種一覧】    令和６年 3月 31日現在 

施設等種別 件数 業種 件数

一般廃棄物中間処理場 2

汚泥堆肥化施設 1

産業廃棄物中間処理 8

下水道処理施設 1

自動車リサイクル処理施設 1

廃棄物処理施設 1

食肉加工施設 1

澱粉加工施設 1

馬鈴薯加工施設 1

電子部品関連施設 2 電気部品組立工場 2

土砂採取、農地造成 1

林地開発、砂利採取 1

林地開発、砂利採取、農地造成 2

岩石採取 1

土石採取 1

砂利採取 4

土石採取（特定開発行為） 2

農地造成 6

テストコース 1

十勝飛行場 1

寺院 1

自家用発電設備 1

計 41 計 41

4その他施設

廃棄物関連施設 14

食肉加工施設 3

土石・砂利等採取 18


